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南相馬市監査委員 



３ 監 第 ７ ５ 号 

令和３年８月２３日 

  

南相馬市長 門馬 和夫 様 

 

 

南相馬市監査委員  小 澤 政 光 

  

南相馬市監査委員  鈴 木 昌 一 

 

 

財政健全化審査意見について 

 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付さ

れた令和２年度南相馬市健全化判断比率及び証拠書類について審査した結果、その意

見を次のとおり提出します。 

 

 



令和２年度 南相馬市財政健全化審査意見 

 
 
第１ 審査の対象 
   実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類 
 
第２ 審査の期間 
   令和３年７月２０日から令和３年８月１７日まで 
 
第３ 審査の方法 
   この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主

眼として実施した。 
 
第４ 審査の結果 
   審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 
 

記 
  健全化判断比率 
（単位：％） 

区     分 令和２年度 令和元年度 早期健全化基準 
① 実 質 赤 字 比 率 － － 12.57 

② 連結実質赤字比率 － － 17.57 

③ 実 質 公 債 費 比 率 9.3 9.3 25.0 

④ 将 来 負 担 比 率 － － 350.0 

 ※実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字額がないため「－」表示

としている。 
 ※一般会計が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源の

額が上回るため、将来負担率を「－」表示としている。 
 

第５ 比率の概要 
 （１）実質赤字比率について  

   一般会計等における実質収支額は、前年度に比較し 498,651 千円増の

1,806,654 千円の黒字となっており、実質赤字比率を算定すべき要件には該

当していない。 



 （２）連結実質赤字比率について 

   一般会計等と公営事業会計の実質収支額等を合計した額は、前年度に比

較し 229,878 千円増の 12,815,025 千円の黒字となっており、連結実質赤字

比率を算定すべき要件には該当していない。 

 （３）実質公債費比率について 

   平成 30 度から令和 2 年度の３ヵ年平均による実質公債費比率は 9.3％で

あり、前年度と同率で、早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

 （４）将来負担比率について 

   一般会計が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源

の額が上回るため、将来負担率は「－」表示となっており、早期健全化基

準の 350.0％を下回っている。 
 

第６ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 

 



３ 監 第 ７ ６ 号 

令和３年８月２３日 

 

南相馬市長 門馬 和夫 様 

 

 

南相馬市監査委員  小 澤 政 光 

  

南相馬市監査委員  鈴 木 昌 一 

 

 

経営健全化審査意見について 

 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により審査に付

された令和２年度南相馬市公営企業資金不足比率及び証拠書類について審査した結

果、その意見を次のとおり提出します。 

 



令和２年度 南相馬市経営健全化審査意見 

 
 
第１ 審査の対象 
   資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 
 
第２ 審査の期間 
   令和３年７月２０日から令和３年８月１７日まで 
 
第３ 審査の方法 
   この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼

として実施した。 
 
第４ 審査の結果 
   審査に付された下記の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 
 

記 
  資金不足比率 

（単位：％） 
会  計  名 令和２年度 令和元年度 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計      －     － 20.0 

病 院 事 業 会 計      －     － 20.0 

工業用水道事業会計      －     － 20.0 

下 水 道 事 業 会 計      －     － 20.0 

工場用地等整備事業特別会計       －     － 20.0 

※資金不足額がないため、資金不足比率を「－」表示としている。 
 
第５ 比率の概要 
   各会計とも資金不足を生じていないため、資金不足比率を算定すべき要

件に該当していない。 
 
第６ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 

 


